
 

１月26日に第213回通常国会が開会しました。今国会では、58本の法案・条約の審議が予定されています。

電機産業に関連する法案では、経済安全保障や国内投資、カーボンニュートラルに関連する法案に注目です。 

電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１４６（２０２４.２） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

今国会の産業政策関連法案 

経済安保、賃上げ・国内投資、ⅭNに注目 
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■図表１ 今国会で政府から提出予定の産業政策に関わる主な法案 

法案名 概  要 

重要経済安保情報の保護及び
活用に関する法律案【※Ａ】 
＜新法＞ 

背景/課題 経済安保分野でも情報漏洩リスクに万全を期すべく、わが国
の情報保全の更なる強化を図る必要 

内   容 重要経済安保情報の指定、事業者への重要経済安保情報の提
供、重要経済安保情報の取扱い者の制限、適性評価 など 

所得税法等の一部を改正する
法律案【※Ｂ】 

背景/課題 物価上昇を超える賃上げ実現 など 
内   容 賃上げ促進税制の強化 など 

新たな事業の創出及び産業へ
の投資を促進するための産業
競争力強化法等の一部を改正
する法律案【※Ｃ】 

背景/課題 戦略的国内投資の拡大、国内投資拡大に繋がるイノベーショ
ン及び新陳代謝の促進 

内   容 戦略分野国内生産促進税制、イノベーションボックス税制、
中堅企業関連措置、スタートアップ企業関連措置 など 

脱炭素成長型経済構造への円
滑な移行のための低炭素水素
等の供給及び利用の促進に関
する法律案【※Ｄ】＜新法＞ 

背景/課題 低炭素水素等の活用・促進が必要 
内   容「低炭素水素等」を定義、計画認定制度の創設、水素等供給事

業者の判断基準の策定 など 

二酸化炭素の貯留事業に関す
る法律案【※Ｅ】＜新法＞ 

背景/課題 CCSの導入が不可欠 
内   容 試掘・貯留事業の許可制度の創設、貯留事業者に対する規制、

導管輸送事業の届出制度の創設 など 

出所：電機連合作成 

■図表２ ＳＣ制度の仕組み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：電機連合作成 
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こ
こ
で
紹
介
し
た
法
案
を
含
め
、
電
機
連
合

が
注
目
す
る
法
案
に
関
す
る
情
報
や
取
り
組
み

を
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Ｏ
Ｕ
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Ｉ
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に
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し
て
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ま
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の

で
、
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さ
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。
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は
、
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野
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と
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議
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議
員
と
連
携
し
、
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場
の
懸
念
・

課
題
意
識
を
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会
の
場
で
伝
え
て
い
き
ま
す
。 
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問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
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https://youi.jeiu.or.jp/attempt/sangyousyakai/sangyousyakaise/4558/#7264
https://youi.jeiu.or.jp/attempt/sangyousyakai/sangyousyakaise/4553/#14679
https://youi.jeiu.or.jp/attempt/roudou/rousou/12298/#14843
https://youi.jeiu.or.jp/attempt/sangyousyakai/sangyousyakaise/14721/

